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第１章　基本方針
１　背景

　　近年、台風や前線等がもたらす大雨に伴う災害が全国各地で頻発しており、特に平成２６年８月豪雨（広島土砂災害）や平成２７年９月関東・東北豪雨（鬼怒川氾濫）、平成２８年台風
１０号（小本川氾濫による岩手県岩泉町要配慮者利用施設被災等）等においては、死傷者等の人的被害、家屋等の全壊・半壊・床上浸水等に伴う被災者支援、処理に数年を要する大量の災害廃棄物等、その業務量が震災対応に匹敵しています。
　　本市においても、平成２８年台風９号接近に伴う大雨により、土砂災害の危険を要因とする避難指示を発令しており、結果的に人的被害や河川氾濫、土砂災害の発生はありませんでしたが、住家や事業所において多数の床上・床下浸水が発生しました。
なお、記録的短時間大雨情報が発表された近隣市では、本市を上回る被害が発生しており、本市においても、今後、台風９号を上回る被害が発生することを否定できません。

２　マニュアル作成の趣旨
　　事態が切迫するにつれ、避難勧告等の発令を検討するための情報収集・分析のほか、電話対応、現場対応、広報対応、避難所運営等の応急対策業務が飛躍的に増大します。

　　平成２８年台風９号の際、旧市民安全課において、市民からの電話対応に追われ、急遽、他課へ応援を要請した経緯があります。

　　常総市水害対策検証委員会が報告した「平成２７年常総市水害対応に関する検証報告書」では、「災害対策本部では、メンバーの役割分担がないまま全員対応が続けられた結果、対応が逐次的になりがちになったほか、必要な対策内容の抜けや漏れを生む温床となった。」、「安全安心課（防災担当部局）は市民等から殺到する電話への対応に忙殺されてしまい、結果的に、本来同課が担うべき災害対策本部の事務局・参謀機能を果たす人的・時間的な余裕が失われた。この電話対応は受動的なものに終始し、もたらされた情報の集約や全体的な状況分析、あるいは消防団を含む各防災関係機関の動向把握にまでは手が回らなかった。」等の指摘がされています。

　　また、内閣府が設置した避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドラインに関する検討会において、平成２８年台風１０号における水害時、「岩手県岩泉町（防災担当部局）は、避難勧告の発令基準を満たしていることを認識していたが、住民からの電話対応に追われ、町長に報告されなかった。」等の指摘がされています。
　　そこで、防災担当部局が機能不全に陥らないよう、台風９号の際の反省を踏まえ、全庁的な災害対応体制を見直すものです。
　　なお、災害対応においては、平時からの予防の段階を含め、防災担当部局のみで対応できるものではなく、安全に配慮したまちづくりを進めていく中で、各所管において、防災の観点に配慮した施策・事業を実行していくものです。
新座市地域防災計画（第１編３頁）

　「各課は、各種施策・事業の企画・立案段階において、当該施策・事業が防災ビジョン及び災害予防計画に合致したものとなっているか点検し、問題がある場合、当該施策・事業の修正を行うものとする。」

３　地域防災計画との関係性
新座市地域防災計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４２条の規定に基づき、新座市防災会議が作成するものであり、市、防災関係機関、事業者及び市民が取り組むべき震災予防、応急対策、復旧・復興対策等について実施すべき事項を定めるものです。

本マニュアルは、今後、新座市地域防災計画の風水害編の一部に組み込むこととし、同計画改定までの暫定措置として定めるものです。
第２章　災害リスク
１　対象とする災害
本マニュアルで対象とする災害は、台風や前線等に伴う大雨を主因とする災害とし、具体的には、洪水（河川（外水）氾濫）、土砂災害及び内水氾濫とします。

２　洪水浸水想定区域
本市では、柳瀬川流域について、水防法第１４条第１項に基づき、国土交通大臣又は都道府県知事から、降雨により河川が氾濫した場合に、浸水が想定される洪水浸水想定区域の指定を受けています。
なお、国土交通省から指定された洪水浸水想定区域は、柳瀬川や黒目川の排水先である荒川本流が決壊した場合に、柳瀬川流域が浸水するものです。
　　また、本市独自に黒目川流域の浸水想定区域を設定し、避難勧告等の対象としています。黒目川の設定においては、安全の見地から平成８年度時点での河床データを採用しており、実際には、その後の河川改修によって安全確保は進んでいると考えられます。

　　なお、平成２８年度に国土交通省が改定した洪水浸水想定区域について、荒川本流が決壊した場合、市内には、家屋倒壊危険ゾーン（氾濫流で家屋等が流出する区域）がないこと、浸水継続時間が概ね１２時間未満であることが示されています。
　　洪水浸水想定区域は、新座市洪水・土砂災害ハザードマップを参照とします。

　　洪水浸水想定区域を基に、資料編【資料２】のとおり洪水避難対象地区を設定します。
３　土砂災害警戒区域
埼玉県は、現地調査の上、平成２７年度に市内１６か所について、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下「土砂災害防止法」という。）第７条に基づく土砂災害警戒区域を指定しています。すべて急傾斜地の崩壊として、がけ崩れを想定したものです。
同指定を受け、本市では、住民向け説明会を実施し、また、全戸訪問等により、その周知を図っております。
土砂災害警戒区域は、新座市洪水・土砂災害ハザードマップを参照とします。

土砂災害警戒区域を基に、資料編【資料２】のとおり土砂災害避難対象地区を設定します。
４　内水氾濫
　　内水氾濫とは、下水道の許容量を超える集中豪雨や排水先河川の水位上昇等により、市街地の排水が追いつかず、道路や家屋等が浸水する状況を指します。
　　内水氾濫では、家屋が倒壊するほどの水流は発生せず、洪水に比べ浸水深が浅いと考えられます。
　　また、具体的な浸水想定がないことから、あらかじめ避難勧告等の対象エリアを設定することができないため、事前避難を呼びかけることは困難ですが、居住者等が自らの判断で避難行動をとることができるよう、自主避難や避難場所等について、周知・啓発を行ってまいります。
※　避難行動には、災害対策基本法第６０条第３項のとおり、立退き避難の他、近隣の安全な場所（高い場所）やその時点にいる建物における屋内安全確保を含むものです。
第３章　防災体制
１　体制基準
現行の新座市地域防災計画（旧基準）では、４段階の体制基準が定められています。

２段階目の警戒体制は、気象警報が発表された段階であり、夜間休日においては、指定された職員が情報収集等を行っています（旧市民安全課では２～３名程度）。３段階目の非常体制１号配備では、災害対策本部を設置し、全職員の半数程度が災害対応に当たることが想定されていますが、警戒体制からの差が大きく、実際には、平成２８年台風９号の際のように、その中間的な状況が多く発生することから、新たな段階として緊急体制（第三次防災体制）を設定するものです。

第三次防災体制（緊急体制）は、第二次防災体制（警戒体制）において避難場所の開設を要すると判断した時点で移行します。
この際、総括班（危機管理課）は、避難場所の開設について、開庁時であれば避難所運営班（納税課等）へ、閉庁時であればあらかじめ指定された緊急初動職員（緊急初動職員（洪水・土砂災害））へ要請するとともに、災害情報の収集・分析等を通じた避難勧告等の発令や災害対策本部の設置等といった状況を見極めるため、第二次防災体制（警戒体制）で担っていた電話対応を衛生班（環境対策課及びリサイクル推進課）へ、広報対応を広報班（秘書広聴課、総務課及び市政情報課広報係）へ引き継ぐものとします。


第一次防災体制及び第二次防災体制は、注意報又は警報の発表と同時とします。

第三次防災体制の基準を満たした場合、市民環境部長は本部長（市長）へ避難情報の発令及び体制移行の判断を確認し、移行する判断となった場合、関係部局への連絡・調整を行います。

第四次防災体制以降についても、原則、本部長（市長）の判断とします。

本部長不在の場合、副本部長（第１順位：副市長、第２順位：教育長）が代行することとします。

⑴　旧基準

	
	活動
体制
	配備基準
	活動内容
	配備人員

	
	待
機
体
制
	○次の注意報のひとつ以上が管内に発表されたとき。
   1. 強風注意報
   2. 大雨注意報
   3. 洪水注意報
○国土交通省、気象庁から洪水予報(荒川洪水注意報)が発表されたとき。
○知事の行う水防警報(待機)が発表されたとき。
	  担当幹部職員による連絡調整及び情報の確認
	　市民安全課、道路課及び下水道課の幹部職員

	
	警
戒
体
制
	  本部を設置しないで通常の組織をもって警戒に当たる体制

	
	
	○次の警報のひとつ以上が管内に発表され、本部長が必要と認めたとき。
1. 暴風警報
  　2. 大雨警報
  　3. 洪水警報
○国土交通省、気象庁から洪水予報(荒川洪水警報)が発表されたとき。
○知事の行う水防警報(準備)が発表されたとき。
	　少数の職員で情報収集伝達活動が円滑に行える体制とする。事態の推移に伴い速やかに災害対策本部を設置できる体制とする。
	　市民環境部、経済観光部、都市整備部、上下水道部の部長が必要と認める職員及び消防団員

	
	非
常
体
制
	  本部を設置して災害対策活動を推進する体制
    （災対法第23条に基づく組織）

	
	
	１
号
配
備
	○局地災害が発生した場合、又は大規模な災害が発生するおそれがある場合等で、本部長が必要と認めたとき｡
○知事の行う水防警報(出動)が発表されたとき。
	　情報収集・伝達、水防、輸送、医療救護等の災害対策活動が円滑に行える体制とする。
	　本部及び本部事務局は全員、その他の班員は当該部長が必要と認める職員 (概ね各所属職員の半分程度)及び全消防団員

	
	
	２
号
配
備
	　大規模な災害が発生した場合、又は管内全域にわたり大規模な災害が発生するおそれがある場合等で、本部長が必要と認めたとき。
	　本市の組織及び機能の全てをあげて活動する体制とする。
	　全職員及び全消防団員


⑵　新基準
	活動

体制
	配置基準
	活動内容
	配置人員

	第一次防災体制
（待機体制）
	○大雨・洪水・強風注意報が発表された場合
	○気象情報の収集を行う。
○必要に応じて担当幹部職員による連絡調整及び情報の確認を行う。
	○危機管理課、道路課、下水道課の幹部職員

	第二次防災体制
（警戒体制）
	以下のいずれかに該当した場合

○大雨・洪水・暴風警報が発表された場合
○国土交通省、気象庁から洪水予報（荒川洪水注意報（はん濫注意情報以上））が発表された場合
○柳瀬川（清柳橋）又は黒目川（浜崎）で水防団待機水位に達した場合
	○気象情報、河川の水位、土砂災害警戒メッシュ情報、現地（道路、重要水防箇所周辺及び土砂災害警戒区域）等の状況を監視する。
○必要に応じて関係部局間において調整会議を行う。
	○下記の所属のうち所属部長が必要と認めた職員

総括班（危機管理課）

広報班（市政情報課広報係）

衛生班（環境対策課及びリサイクル推進課）

応急対策班（道路課）

調査復旧班（みどりと公園課）

下水道復旧班（下水道課）

○消防団長が必要と認める消防団員

	第三次防災体制
（緊急体制）
	○以下のいずれかの基準を満たし、本部長（市長）が、避難準備・高齢者等避難開始を発令する必要があると認めた場合
（避難場所を開設）
	○速やかに避難場所を開設する。
○総括班が統括に専念する体制とするため、電話対応等、防災体制を整備する。
○必要に応じて関係部局間において調整会議を行う。
○避難勧告を要する場合、災害対策本部会議の開催を検討するとともに、第四次防災体制に備える。
	○下記の所属の全職員

総括班（危機管理課）

応急対策班（道路課）

○下記の所属のうち所属部長が必要と認めた職員

情報班（交通防犯課）

広報班（秘書広聴課、総務課及び市政情報課広報係）

衛生班（環境対策課及びリサイクル推進課）

要配慮者支援班（長寿支援課、介護保険課及び障がい者福祉課）

調査復旧班（みどりと公園課、資産税課、まちづくり計画課及び建築開発課）

下水道復旧班（下水道課）
○開庁時に開設する避難所運営は、下記の所属のうち所属部長が必要と認めた職員

避難所運営班（納税課、企画課、市民税課、新庁舎建設推進室、地下鉄１２号線延伸促進室、国保年金課、生涯学習センター、男女共同参画推進プラザ、歴史民俗資料館、中央図書館、各公民館・コミセン及びふるさと新座館）

○閉庁時に開設する避難所運営は、緊急初動職員のうち、総括班（危機管理課）があらかじめ指定した者とし、避難場所の開設が３日間以上となる場合、避難所運営班がこれを引き継ぐものとする。
○消防団長が必要と認める消防団員

	
	洪水の基準
	土砂災害の基準
	
	

	
	以下のいずれかに該当した場合

○柳瀬川（清柳橋）で避難判断水位に達した場合
○荒川（治水橋）ではん濫危険水位に達した場合
○黒目川（浜崎）ではん濫危険水位に達するとともに、以降も気象状況等から水位上昇が見込まれる場合又は流域雨量指数の２時間後までの予測値が警報基準を超える場合
	○埼玉県及び気象庁から土砂災害警戒情報が発表された場合
	
	

	第四次防災体制
（非常体制１号配備）
	○前兆現象又は災害が発生し、本部長（市長）が、避難指示（緊急）を発令する必要があると認めた場合
○その他、本部長（市長）が必要と認めた場合
	○災害対策本部の設置を前提とする。
○災害対策本部事務局スペースとして、関係部署及び防災関連団体の職員が一堂に会する事務スペースとして確保する。

○避難所として長期間の開設を前提に体制を整備する。
○情報収集・伝達、水防、輸送、医療救護等の災害対策活動が円滑に行える体制とする。
	○毎年度当初に所属ごとに作成する動員計画に基づく職員（全職員対応ではない所属については、半数程度）
○全消防団員

	第五次防災体制
（非常体制２号配備）
	○本部長（市長）が、全職員で対応する必要を認めた場合
	○本市の組織及び機能の全てをあげて活動する体制とする。
	○全職員
○全消防団員


２　人員配置基準
　　資料編【資料３】を参照

⑴　広報対応について

　　避難勧告等の発令及び避難場所の開設を行う場合、防災行政無線、エリアメール、市ホームページ更新及び市公式ツイッター対応等、様々な広報対応が必要となり、これまで広報対応を担っていた総括班（危機管理課）が、避難勧告等の発令や災害対応統括に専念する体制を整備するため、第二次防災体制（警戒体制）時から広報班（市政情報課広報係）を出動とします。
⑵　電話対応について
　　災害の規模が大きくなるにつれ、市民からの電話対応が業務を圧迫するため、これまで電話対応を担っていた総括班（危機管理課）が、避難勧告等の発令や災害対応統括に専念する体制を整備するため、第二次防災体制（警戒体制）時から衛生班（環境対策課及びリサイクル推進課）を電話対応に充て、出動とします。

　　電話対応に衛生班を充てる理由は、災害発生前の災害対応業務が少ないこと、新庁舎レイアウトにおいて、危機管理課又は道路課（現場対応）に近いためです。

なお、第二次防災体制（警戒体制）では、衛生班は少数の出動とし、総括班と合同で電話対応を行い、第三次防災体制（緊急体制）以降は衛生班の体制を強化し、衛生班のみで対応するものです。
　　　ただし、災害収束後（警報解除後）は、災害廃棄物処理等の業務に従事し、災害収束後の電話対応は、第四次防災体制（非常体制１号配備）を要しなかった場合は総括班が、第四次防災体制（非常体制１号配備）を要した場合は市民窓口班（市民課及び人権推進課等）が実施します。

　　
　⑶　避難所運営について

　　ア　開庁時の開設

　　　(ｱ) 第二次防災体制（警戒体制）の段階で、総括班（危機管理課）は、避難所運営班（納税課等）に対し、避難場所開設を行う職員の報告を依頼します。なお、第二次防災体制（警戒体制）までの間は、自席待機とします。
　　　(ｲ) 第三次防災体制（緊急体制）となった段階で、総括班（危機管理課）は、避難所運営班（納税課等）の代表者に対し、避難場所の開設を依頼するとともに、施設管理者に対し、避難場所開設への協力を依頼します。
(ｳ) 避難場所開設を行う職員は、危機管理課及びコミュニティ推進課が保管する避難場所施
設の鍵を持ち、避難場所へ出動します。
　　　(ｴ) 開設予定である避難場所以外の臨時避難場所を開設する必要がある場合、総括班（危機管理課）は、避難所運営班（納税課等）に対し、対応を依頼します。

　　イ　閉庁時の開設

　　　(ｱ) 毎年度当初、総括班（危機管理課）は、緊急初動職員のうち、洪水及び土砂災害に関する避難場所を開設する職員を指定する（緊急初動職員（洪水・土砂災害））とともに、その連絡先名簿を整備し、連絡責任者及び副責任者を定めます。

　　　(ｲ) 夜間休日の避難場所開設が想定される場合、第二次防災体制（警戒体制）の段階まで（可能な限り開庁時のうちに）に、総括班（危機管理課）は、連絡責任者又は副責任者に対し、避難場所開設を行う職員の報告を依頼します。なお、第二次防災体制（警戒体制）までの間は、自宅待機とします。
　　　(ｳ) 第三次防災体制（緊急体制）となった段階で、総括班（危機管理課）は、連絡責任者、副責任者又は避難場所開設を行う職員に対し、避難場所の開設を依頼します。

　　　(ｴ) 避難場所開設を行う職員は、あらかじめ貸与されている鍵を持ち避難場所へ出動します。

　　　(ｵ) 避難場所の開設が３日間以上となる場合又は第四次防災体制（非常体制１号配備）となった段階で、避難所運営班（納税課等）は、緊急初動職員から引き継ぎます。

　　　(ｶ) 開設予定である避難場所以外の臨時避難場所を開設する必要がある場合、調査復旧班（みどりと公園課）等、既に登庁している職員が対応することとします。

　⑷　調査復旧班について

　　　みどりと公園課につきましては、地域防災計画の旧基準において、警戒体制の間から出動することとなっておりますが、新基準においても出動とし、具体的な業務といたしましては、河川・急傾斜地等の現場巡視のほか、避難場所への物資輸送、臨時避難場所開設対応や災害収束後のり災証明発行に係る家屋等被害認定調査とします。

　⑸　交通防犯課について
交通防犯課は旧市民安全課として、災害対応経験のノウハウを活かし、第三次防災体制（緊急体制）において、避難場所との連絡窓口の他、衛生班又は総括班を補助することとします。
　⑹　要配慮者対応について

　　　水防法又は土砂災害防止法に基づく要配慮者利用施設への連絡及び在宅の要配慮者対応を行うため、第三次防災体制（緊急体制）時から要配慮者支援班（長寿支援課、介護保険課及び障がい者福祉課）を出動とします。
　　ア　要配慮者利用施設への連絡　　資料編【資料５】及び【資料１２】参照
　　イ　在宅の要配慮者の対応
(ｱ) あらかじめ町内会等へ名簿情報を提供している要支援者について
避難行動要支援者制度を活用するため、要配慮者支援班（長寿支援課等）は、該当する
町内会長及び自主防災会長（資料編【資料２】参照）に対し、地域支援者への伝達を依頼
します。

また、支援者が決まっていない又は支援者が不在の要支援者のうち、支援を要する者について、要配慮者支援班は、該当名簿情報を総括班（危機管理課）へ送付し、総括班（危機管理課）から消防団等へ対応を要請します。
　　　(ｲ) 町内会等へ名簿情報を提供していない要支援者について

　　　　　総括班（危機管理課）は、消防団に対し、広報車による避難勧告等の発令の伝達を依頼し、広報班が行う広報を補完することとします。
　⑺　緊急招集（動員計画）について
　　　第四次防災体制（非常体制１号配備）となった場合、総括班（危機管理課）は、人事課が作成している緊急連絡網にて、各所属長へ連絡します。連絡を受けた各所属長は、あらかじめ指定した職員へ連絡します。毎年度当初、危機管理課は各所属長に対し、あらかじめ指定する職員について、報告を依頼します。
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３　業務継続と非常時優先業務
新座市業務継続計画（地震編）（以下「ＢＣＰ」という。）における非常時優先業務とは、「新座市地域防災計画に定めのある応急対策業務及び復旧・復興業務に加えて、通常時の市の全業務を対象に、発災後のいつ頃までに業務を開始又は再開すべきかを検討した結果、発災後遅くとも１か月以内に開始又は再開すべき業務として選定されたもの」です。
風水害時においては、第三次防災体制（緊急体制）までは、対応部署を除き原則、通常業務を実施することとし、第四次防災体制（非常体制１号配備）ではＢＣＰを参考にできうる限りの業務を実施することとし、第五次防災体制（非常体制２号配備）では、ＢＣＰにおける発災直後と同様の業務とします。
第４章　第三次防災体制における応急対策業務

１　共通

　⑴　人員の調整

　　　資料編【資料６】を参照

※　総括班は、第二次防災体制（警戒体制）の間から、気象状況や災害発生状況等について、可能な限り庁内の情報共有を図ることとします。

　⑵　安全確保

　　　現場対応する職員又は消防団員は、避難指示（緊急）発令後（前兆現象の発見又は災害の発生以降）は、自身の安全確保を前提として活動し、必要に応じて現場から退避することとします。

２　総括班（危機管理課）
　⑴　事前調整会議

　　　気象警報が発表された場合又は発表の見込みがある場合で、必要に応じて関係課を召集し、対応を確認することとします。
※　台風の２４時間後までの進路予測において本市域が含まれる場合又は気象庁予報部が発表する関東甲信地方気象情報において２４時間１５０ｍｍ以上の降雨が予測されている場合は、原則、気象警報への準備を行うこととします。
　⑵　避難場所施設管理者との調整

　　　第三次防災体制（緊急体制）となる前に、あらかじめ調整するものです。

　⑶　電話対応
第二次防災体制（警戒体制）までの間、衛生班と合同で実施するものです。
⑷　避難勧告等の発令を検討するための情報収集・分析

　ア　防災気象情報提供システム及び気象庁ホームページ

　　　気象警報等の見通し、高解像度降水ナウキャスト（降雨の見通し）、本市及び河川上流域の累積雨量及び土砂災害警戒判定メッシュ情報等

　イ　川の防災情報（河川水位の確認）
　　　　　荒川治水橋水位観測所

　　　　　新河岸川宮戸橋水位観測所

　　　　　柳瀬川清柳橋水位観測所

　　　　　黒目川浜崎水位観測所

　ウ　埼玉県河川砂防情報システム

　　　土砂災害危険度

　エ　指定河川洪水予報、水位周知情報及び水防警報（ＦＡＸ）
　　　　　指定河川洪水予報：荒川治水橋水位観測所及び新河岸川宮戸橋水位観測所

　　　　　水位到達情報　　：柳瀬川清柳橋水位観測所及び黒目川浜崎水位観測所
　　　　　水防警報　　　　：柳瀬川
　オ　ホットライン

　　　積極的に外部関係機関の助言を仰ぐこととします。

　　　　　熊谷地方気象台　　　　気象状況の見通し

荒川上流河川事務所　　荒川の水位の見通し等
埼玉県河川砂防課　　　新河岸川、柳瀬川及び黒目川の水位の見通し等
埼玉県消防防災課　　　避難勧告等の発令の検討等
⑸　災害オペレーションシステム

　　情報の集約、県への報告及び近隣市町村の避難勧告等発令状況等の確認を行います。

⑹　防災関係機関との連携

　　各防災協力会や県南西部消防本部、消防団と連携します。
⑺　在宅の避難行動要支援者支援関連
　　消防団等へ救助・広報の要請
　⑻　災害対策本部会議事務局
　⑼　避難勧告等解除の検討
　⑽　報告

　　　必要に応じて庁内及び市議会等へ報告します。

　　　水防実施報告及び水害統計調査報告（埼玉県河川砂防課）並びに消防庁報告（埼玉県消防防災課）を行います。
　⑾　災害収束後の統括

　　　電話対応、消毒対応、り災証明書発行及び災害見舞金等の対応を行います。
３　情報班（交通防犯課）

　⑴　避難場所の連絡窓口

　　　情報を取りまとめ、総括班へ報告します。

　⑵　総括班又は衛生班（電話対応）の補助

４　広報班（市政情報課広報係、総務課及び秘書広聴課）
　⑴　避難勧告等の広報

　　　資料編【資料７】を参照

　　ア　同報系防災行政無線

　　イ　エリアメール

　　ウ　市ホームページ

　　エ　市公式ツイッター

　⑵　避難勧告等解除の広報

　⑶　伝文例

資料編【資料７別添ワードファイル】を参照

５　衛生班（環境対策課及びリサイクル推進課）
　⑴　電話対応（第三次防災体制（緊急体制）まで）

　　　資料編【資料８】を参照

　⑵　災害収束後の災害廃棄物処理等に関する市民対応
６　応急対策班（道路課）

⑴　土のう対応（第二次防災体制（警戒体制）以降）

⑵　道路冠水及び倒木撤去等への現場対応及び業者発注対応（第二次防災体制（警戒体制）以
降）
⑶　必要に応じて下水道復旧班と連携

⑷　災害収束後の道路に関する市民対応

７　下水道復旧班（下水道課）
　⑴　下水道施設の管理

　⑵　災害収束後の下水道に関する市民対応
８　避難所運営班（納税課等）
　⑴　開庁時に開設する場合の避難場所開設・運営
　　　資料編【資料９（作成中）】を参照
　　　避難所運営マニュアルを参照
９　調査復旧班（みどりと公園課、まちづくり計画課、建築開発課及び資産税課）
　⑴　土砂災害警戒区域、道路及び住宅地等巡視

　　　資料編【資料１０】を参照
　　※　前兆現象や災害の発生を確認した場合、速やかに総括班（危機管理課）へ連絡することとします。
⑵　総括班からの指示に基づき、避難場所へ不足物資を輸送

⑶　必要に応じて臨時避難場所開設

⑷　災害収束後のり災証明書発行に係る家屋等被害認定調査
資料編【資料１１】を参照
10　要配慮者支援班（長寿支援課、介護保険課及び障がい者福祉課）
⑴　要配慮者利用施設への伝達

　　資料編【資料５】及び【資料１２】を参照

⑵　在宅の要配慮者への伝達

　　資料編【資料１２】を参照

　ア　町内会等へ名簿情報を提供している要支援者

　　(ｱ) 該当する町内会長及び自主防災会長へ災害状況を伝達するとともに、支援者への伝達を依頼する。
　　　　資料編【資料２】参照

　　　(ｲ) 支援者が決まっていない又は支援者が不在の要支援者のうち、支援を要する者について、要配慮者支援班は、該当名簿情報を総括班（危機管理課）へ送付し、総括班（危機管理課）から消防団等へ要請します。

　イ　町内会等へ名簿情報を提供していない要支援者

　　　総括班（危機管理課）が、消防団へ広報車による伝達等を依頼します。
　　　また、要配慮者支援班は、必要に応じて該当名簿情報を総括班（危機管理課）へ送付することとします。
11　消防団

　⑴　河川及び土砂災害警戒区域巡視

資料編【資料１０】参照

　　※　前兆現象や災害の発生を確認した場合、速やかに総括班（危機管理課）へ連絡することとします。

⑵　避難勧告等発令区域広報車出動

　　総括班（危機管理課）からの要請に基づき実施します。

資料編【資料２】参照

⑶　安否確認及び避難誘導

町内会又は自主防災会等からの要請があった場合、総括班（危機管理課）が対象分団へ要請するものです。避難行動要支援者名簿の住所等を基に、安否確認及び避難支援を行います。
第５章　タイムライン及び避難勧告等発令基準
１　避難勧告等の発令に着目した防災タイムライン
　　資料編【資料１】を参照

　　タイムラインとは、事前防災行動計画とも呼ばれ、災害が発生する時間を基準とし、その数日前から事前に取るべき対応を整理したものです。タイムラインにおいては、台風の接近といった典型的な災害シナリオに沿って作成することが一般的ですが、実災害時の川の水位及び土壌雨量指数等が想定を上回った場合に、前倒して実行できるよう柔軟な対応を行うものとします。
２　避難勧告等発令基準

資料編【資料２】を参照

⑴　避難勧告等の種類

避難勧告等の避難情報は、災害対策基本法第６０条等に基づき、市町村長が発令するものであり、①避難準備・高齢者等避難開始、②避難勧告、③避難指示（緊急）の３段階で行うものです。





　　なお、避難場所の開設前であっても、避難勧告等の発令を妨げるものではありません。

　⑵　発令の対象者

市は、避難すべき対象者を明確にするとともに、対象者ごとにとるべき避難行動がわかるよう伝達するものです。
原則、洪水浸水想定区域又は土砂災害警戒区域に対応した避難対象地区（資料編【資料２】）に対して発令することとします。

また、避難勧告等は、一定のまとまりをもった範囲に対して発令されるものであり、一人ひとりに対して個別に発令されるものではないため、居住者等が自らの判断で避難行動をとることが原則です。したがって、避難勧告等の発令の際には、立退き避難が難しい場合に、近隣の安全な場所へ移動することや屋内安全確保を行うこと等、必要な情報を併せて周知するものです。
　⑶　広報手段
これまで土砂災害の危険を要因とする避難勧告等の発令の際、あらかじめ土砂災害警戒区域内の住民から伺った電話連絡先に対し、個別に電話連絡しておりましたが、本市のように比較的面積が小さな都市の場合、全域を同時に発令する可能性が高く、これまでも個別電話そのものが過重な業務となっていたため、本マニュアル策定以降は、防災行政無線やエリアメール等による広報とし、個別電話対応は行わないものとします。

３　避難場所
　⑴　開設する避難場所
　　　洪水浸水想定区域又は土砂災害警戒区域の地理的条件を考慮し、地震のようにすべての避難場所を開設するのではなく、あらかじめ開設する避難場所を設定するものです。
　　　資料編【資料４】を参照
　⑵　臨時避難場所

避難準備・高齢者等避難開始発令前の自主避難や、開設予定の避難場所（資料編【資料４】）以外への避難について、その避難が社会通念上、許容されると判断できる場合、開設済みの避難場所へ誘導又は移送することを検討した上で、それが困難な場合、臨時避難場所として開設することとします。

４　要配慮者利用施設
　⑴　地域防災計画への明記
　　　水防法第１５条第１項及び第２項並びに土砂災害防止法第８条第１項及び第２項に基づき、洪水浸水想定区域及び土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の名称及び所在地並びに情報の伝達方法を、市町村地域防災計画に定めることとされています。

資料編【資料５】を参照

　⑵　情報の伝達
避難勧告等の伝達について、内閣府が作成した「避難勧告等に関するガイドライン」では、各施設を所管する福祉担当部局等が行うことが望ましいとされていることから、要配慮者支援班が実施することとします。
要配慮者支援班は、要配慮者利用施設へ電話又はＦＡＸ等にて連絡することとします。

　　　資料編【資料１２】を参照

	新座市避難勧告等発令マニュアル

平成２９年７月発行

編集発行　　新座市

事務局　　　新座市市民環境部危機管理課

　　　　　　　　　埼玉県新座市野火止一丁目１番１号

　　　　　　　　　電話　０４８－４７７－１１１１（代表）





























③　避難指示（緊急）


既に災害が起こっていてもおかしくない極めて危険な状況となっており、未だ避難していない住民等は直ちに、予想される災害に対応した避難場所へ立退き避難する。


ただし、立退き避難することがかえって危険であると、住民等が自ら判断する場合、「近隣の安全な場所」への避難や、少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として「屋内安全確保」を行う。





②　避難勧告


予想される災害に対応した避難場所へ立退き避難する。


ただし、立退き避難することがかえって危険であると、住民等が自ら判断する場合、「近隣の安全な場所」への避難や、少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として「屋内安全確保」を行う。





①　避難準備・高齢者等避難開始


要配慮者及びその支援者は、予想される災害に対応した避難場所へ立退き避難を開始し、一般の住民は避難準備とする。ただし、土砂災害警戒区域の住民については、避難開始が望ましいとされる。
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